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「明治憲法期出版統制下の久留米図書館」  

－久留米市立中央図書館所蔵「久留米図書館事務文書

資料」調査報告－ 

                             下川和彦 

０．はじめに 

 久留米市の図書館は、120年の歴史を持つ。 

 1900（明 33）年福岡県教育会久留米支会附属久留米図

書館として創設。1938（昭13）年市に移管され久留米市立

久留米図書館となる。戦後、図書館法施行後の 1951（昭

26）年久留米市図書館となり、1978（昭 53）年新たな条例

により久留米市民図書館、さらに 2005（平17）年久留米市

合併に伴い久留米市立図書館として現在に至っている。 

 従って「久留米図書館」は、創設から昭和戦時下までの

久留米市の図書館名である。 

 現久留米市立中央図書館書庫に、久留米図書館時代

の未整理事務文書資料が残されている。2020 年夏より、

この「久留米図書館事務文書資料」調査の機会を得た。 

 今回の報告は、このうち明治から昭和戦時下までの出

版統制に関する資料についての調査報告である。出版

統制という時代的制約が、地方都市にどのように及び、図

書館はどう対応したのか、残された資料を通して考えて

みたい。 

 

１．明治憲法期の出版統制 

 明治憲法（大日本帝国憲法）下において法律による出

版統制は、1893（明26）年公布の出版法に始まる 1）。 

 その法制度上の柱は、第 3条「文書図書ヲ出版スルトキ

ハ発行ノ日ヨリ到達スヘキ日数ヲ除キ三日前ニ製本二部

ヲ添ヘ内務省ニ届出ヘシ」（納本制度）と、第 19 条「安寧

秩序ヲ妨害シ又ハ風俗ヲ壊乱スルモノト認ムル文書図書

ヲ出版シタルトキハ内務大臣ニ於テ其ノ発売頒布ヲ禁シ

其ノ刻版及印本ヲ差押フルコトヲ得」（発売頒布禁止処分）

との 2点である。 

 義務付けられた届出方式である納本制度によりあらゆ

る出版物の内容審査、いわゆる検閲がなされ、公権力と

しての内務大臣裁量による発売頒布禁止という行政処分

が、司法審査なしに実施可能となっていた。 

 明治憲法期の出版統制は、1945（昭 20）年連合国軍最

高司令官による GHQ覚書「言論及び新聞の自由に関す

る新たなる措置」（9月29日）通達によって失効し、日本国

憲法制定後の 1949（昭 24）年「出版及び新聞紙法を廃止

する法律」（5月24日公布）によって正式に廃止となる。 

 この間の国内各地図書館に残る明治憲法期の出版統

制関連資料については、既にいくつかの報告がなされて

いる 2）。 

 

２．久留米図書館事務文書資料に見る出版統制 

 今回の調査で出版統制に直接関係する資料 9 点が確

認できた。典拠欄の表記は、該当する記録や資料などを

収録した冊子類タイトルと、調査資料を目録化するに際し

て付した資料記号番号である。 

 

表１．「久留米図書館出版統制関連資料」 

年 項目 典拠 

1910 

明 43 

久留米市長発、久留米図書館宛 閲

覧禁止要請通牒（11月2日付）① 

「重要記

録」B-7 

1939 

昭 14 

福岡県警察部特高課宛「出版届

（写）」（6月25日付）② 

文書綴 

B-15 

久留米警察署長発、図書館長宛「出

版物発売頒布禁止処分通知ノ件」（8

月 3日付）③ 

久留米警察署長発、近藤正太郎宛 

出版物取締等に対する意見聴取依

頼（12月15日付）④ 

同上回答書（12月16日付）⑤ 

1940 

昭 15 

久留米警察署長発 「出版物取締通

知」（7月10日付）⑥ 

文書綴 

 B-14 

同上（写）⑦ 「昭和 15

年度分追

加」 B-5  

同上対象図書リスト⑧ 

福岡県警察部特高課宛「出版届」（12

月 7日付）⑨ 

文書綴 

B-14 

 

 以下①②④⑤⑦⑧について、報告する。 

 ゴチック体文字は、資料解読文。原文通りの表記を原則

としたが、一部旧字体は新字体に、縦書きは横書き表記

としている。原文改行は、追込表記した個所がある。また

日付など漢数字をアラビア数字にかえた部分もある。解

読文中の（ ）内明朝体は、筆者注記。□は解読不明文字。 

 

(1) 久留米市長発、久留米図書館宛 閲覧禁止要請通

牒① 

（明治 43年） 11月 2日 

  久留米市長ヨリ左ノ如キ通牒来ルヨリテ別紙記載ノ書

籍ハ別函ニ封入シ一切閲覧ヲ許サヌコトトセリ 

  （以下公文書原紙） 

  発二通 第531号 

  近来公私立図書館に於て蒐集せる図書中往々にして

矯激なる言論をなし若くは善良なる風俗を害するの虞あ

るものを散見するのみならず時としては内務省に於て発

売頒布を禁止したる図書を備へ公衆の閲覧に供するか

如き事有之哉に相聞き候処右は国家風教上影響する所

少なからす特に通俗図書館に在りては全然其目的に背

馳する次第に有之候条此際各図書館の蔵書を取調右様
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の図書ありたるときは一般公衆の閲覧に供せざる様可

致旨其筋より通牒の次第有之□□□曩に書記をして取

調しめ候所貴館蔵書中左記書冊は国家風教上影響を及

すべき虞あるに依り一般公衆に閲覧に供せられざる様

致度又将来図書を蒐集せらるゝに当りては右の方針に

依り御処理相成度此段及御通牒候也 

     明治 43年11月 2日 

               久留米市長 吉田惟清 印 

  久留米図書館御中 

                      

               記     

書名 著者 発行所 

土地国有論 西川光次郎 平民社 

消費組合ノ話 石川三四郎 仝 

社会主義入門 堺利彦 仝 

我社会主義 片山潜 社会主義図書部 

理想郷 堺枯川 平民社 

百年の後（ママ）新社

会 

仝 仝 

冨の圧政 西川光次郎 仝 

経済進化論 田添鉄二 仝 

地上の理想国 瑞西 安部磯雄 仝 

火の柱 木下尚江 仝 

ション＝ハアンス 西川光次郎 仝 

カールマルクス 仝 中庸堂書店 

ラサール 幸徳傅次郎 平民社 

  

 この市長通牒は、発件番号が付され市長印押印と割印

がされた公文書原紙。通牒及び図書リストともに「久留米

市役所」印刷赤枠縦罫紙、墨書。 

 通知発出日付は、1910（明 43）年 11月 2日。同年 6月

1 日、幸徳秋水検挙に端を発する大逆事件発生。内務省

による社会主義系出版物への取締が厳しくなっていく時

期である。 

 同年 8 月 1 日付で安寧秩序妨害に該当する図書を図

書館から除去すべき埼玉県知事宛の文部次官通知 3）、8

月 4 日各府県教育課宛、9 月 1 日地方長官宛通知文書

の発出記録4）が、自治体資料や新聞記事などで確認され

ている。 

 同 8月 1日付、9月 1日付文部次官通知文書内容は、

久留米市長通牒にほぼ重なる同一文面となっている。 

文書の指示経路は、文部次官→地方長官（県知事）→市

長→図書館ということになるだろう。 

 次に「書記をして取調しめ候」図書館所蔵の閲覧禁止リ

ストに掲載された図書 13冊について。 

 当該通牒に先立つ 1905(明 38)年、社会主義図書の行

商販売を行っていた小田頼造が九州を巡回。久留米に

立ち寄り、4月 15日「久留米図書館に社会主義図書類十

五冊を寄付」した記録を残している 5）。その寄贈内容はこ

れまで不明であったが、今回調査により小田が行商に持

参した販売図書リスト 6）などから寄贈図書を割り出し、同

時に閲覧禁止リストの図書がその寄贈図書にすべて含ま

れることが確認できた。 

 伝道行商記の中で小田は、久留米に立ち寄る前の 4月

9 日の記事中「僕は制服巡査をお供にして花見をした」7）

と皮肉っている。尾行は自覚していたのであろう。警察と

しても久留米図書館への図書寄贈は、当然把握していた

と思われる。 

 ただし小田自身が日記中で「九州で意外によく本が売

れた」と記しているように 8）、警察はまだ 1905（明 38）年の

この時期、図書類の販売行為自体を制限するまでには至

っていない。図書館への寄贈についても、「商業会議所

の今村秀夫、高等女学校長の細見保、明善中学校の南

賢吉」など久留米の要人を介してのことであり 9）、受入側と

してもこの種の資料収集についての自己規制的意識は、

この時点では特に伺えない。 

 いったんは寄贈図書として受け入れ、5 年後の市長通

牒により「別函ニ封入シ一切閲覧ヲ許サヌ」措置をとらさ

れることになるのである。 

 

(2) 福岡県警察部特高課宛「出版届（写）」② 

 

「出版届（写）」（内務省警保局正規届済） 

一、文書図書ノ題号   和漢洋増加図書目録 

二、著作ノ種類      図書目録 

三、著作者ノ氏名及ビ住所  

     久留米市両替町七〇番地ノ六 久留米図書館 

四、翻訳物ハ編纂物ニ在リテハ原著作物又ハ各部著作

物ノ題号及著作者氏名 

五、発行所ノ名称及所在地  

     久留米市両替町七〇番地ノ六 久留米図書館 

六、印刷所ノ名称所在地  秋松活版所 

             久留米市鍛冶屋町ニ三番地 

七、発行年月日      昭和十四年六月二十五日 

八、予約出版法ニ在リテハ予約出版法第二条ノ規定ニ

依リ届出ヲ為シタル旨及 

  其届出年月日昭和 年 月 日 

右発行致候間出版法第三条ノ規定ニ準拠シ製本一部相

添及届出候也 

  昭和十四年六月二十五日 

      編輯兼    久留米市両替町七〇番地 

      発行者    久留米図書館 

      印刷者    久留米市鍛冶屋町ニ三番地 
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                     秋山源次郎 印 

   県警察部特高課御中  

 

 昭14年3月20日から昭15年3月15日までの文書綴

（B-15）に閉じ込まれた書類。出版法第 3条に基づく内務

省への出版物発行届の写である。出版物印刷所「秋松活

版所」で様式を作成し、出版物発行に際してその都度必

要事項を書きこむようになっている。黒枠縦罫紙活版印

刷、ペン書。 

 届出先は、福岡県警察部特高課宛となっている。「内務

省警保局－福岡県警察部特別高等課」という出版統制の

組織機構が確認できる。政治警察としての高等警察は、

反政府運動取締を目的とする。福岡県では他県に先駆

け 1907（明 40）年に発足している 10）。 

 

(3) 久留米警察署長発、近藤正太郎宛、出版物取締等

に対する意見聴取依頼④、及び久留米図書館（司書）近

藤正太郎による同文書回答書控⑤ 

 

（依頼書。ペン縦書、朱印「急」有） 

昭和 14年12月15日 

久留米警察署長  

近藤正太郎 殿     14.12.15 14.12.16 回（鉛筆書込） 

時局下出版物其他新聞紙等取締上参考ニ供シ度候条左

記事項ニ対スル御貴見賜度ニ付御繁務中恐入リ候得共

至急御回報相頂度左御依頼申上候也 

記 

一、現下出版物取締ニ対スル御意見 

一、出版物記事内容傾向等ニ対スル御意見 

一、法令改正言論統制等ニ対スル御意見 

尚本件ハ特高
○ ○

検閲係
○ ○ ○

宛御回報願上候 

                         以上 

（回答書） 

昭和十四年十二月十六日  

      久留米市立久留米図書館 近藤正太郎 

久留米警察署長殿 

拝啓御問合の件大略左記回答申上候尤もとてもご参考

にはなるまじと存候 

記 

一、現下ノ出版物取締ニ対スル意見 

総国力戦下ニ於ケル出版物ガ国家ノ目的ニ向ツテ総動

員サルベキハ勿論ニ候ヘ共今日出版禁止発売禁止等ノ

モノモ遠キ将来即チ時代ヲ隔ルニ至リテハ現代文化ヲ研

究スルニ貴重ナル資料トナルモノモ有之ベシト存候（例

ヘバ徳川時代ノ禁止物ガ時代ヲ隔テタル今日ニハ当時ノ

文化研究上ノ貴重ナル資料トナレルガ如ク）従ツテ現下

ノ出版取締ニ若シ此ノ辺ノ考慮ガ十分払ハレテ居ナイト

スレバ反省ノ要有之モノト存候 

一、出版物ノ記事内容傾向等ニ関スル意見 

当図書館ニ購入シツツアル出版物ノ範囲内ニテノ感想ハ

出版物ノ内容ガ千編一律ノ様ニ候然シコレモ重大ナル現

実ノ力ノ支配下殊ニ通俗読物ニ於ケル止ムヲ得ザル所

ニシテ出版物ノ千編一律ハ時局ノ進展ニ応ジテ変化ヲ見

ルベク大体出版物ハ健安ノ進展ヲ辿リツツアルモノト考

ヘ居候 

一、法令ノ改正言論統制等ニ対スル意見 

思想戦宣伝戦スパイ戦ノ行ハルヽ現下ニ於イテハ言論

統制ノ強化ハ止ムヲエザルモノアルベク現行法令ニ対シ

テハ不案内、随ツ而本項ニツイテハ考ヘモ無之候唯外

人…知悉セル国内事情ヲ当ノ日本国民ハ半年モ一年モ

後ニ知ル等言フコトヲ聞クト此ノ辺何トモ工夫ナキモノカ

トノ思有之候 （「…」部分は、文字数不明） 

 

 依頼書、回答書ともに文書綴（B-15）に綴じ込まれた書

類。依頼書は黒ペン縦書。宛名「近藤正太郎」部分は青

ペン書。空欄で発出され後に書入されたものか。宛名上

部に「急」の朱印有。また宛名下部に鉛筆で、受付・回答

日付と思われる書込有。署長押印は無。 

 回答書は、「久留米図書館」印刷縦罫紙。青ペン書で、

警察署長宛回答文書の控であろうと思われる。 

 久留米警察署特高検閲を担当する係からの依頼である。

内務省、あるいは県レベルで何らかの調査要請があった

のか、久留米警察署内部の必要から出された依頼である

のか不明。他図書館事例でもこの種の依頼書は筆者未

見。宛名と回答が「近藤正太郎」個人名であるところから

すれば、久留米警察署内部からの依頼であることも推測

可能でないだろうか。 

 1937（昭 12）年盧溝橋事件を契機に日中戦争が始まり、

1938（昭 13）年の国家総動員法により人的、物的なあらゆ

る資源の国家統制が戦争遂行を目的として可能となって

いる時節である。出版物に対しても同法により「国家総動

員上支障アルモノノ発売及頒布ヲ禁止シ之ヲ差押フルコ

トヲ得」（第 20 条）と新たに規定されるような情勢下、この

文書はどのような意図でやり取りされたのであろうか。 

 回答書には、控えめながら図書館員としての見識が示

されているように思う。 

 

（4） 久留米警察署長発「出版物取締通知」⑦ 

 

31・13／44返 33冊没収（ペン書込） 

 謹啓酷暑の砌貴館益々御隆昌の段奉賀候陳者本日全

国一斉に実施せらるゝ出版物取締は所謂左翼出版物の

一掃を計らんとするものに有之候処人員の都合上事務
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不慣の外勤警官多数を本取締に従事せしめざるを得ざ

る関係にて例へば「社会」とか「露西亜」とか「労働」とか

「社会主義」とか云ふ題文字あるものは一応凡て仮執置

する様命じ置き候については或は 

  岡本司 著 「民法と社会主義」 

  河田司郎著 「農業労働と小作制」 

  高橋利雄著 「ソ連邦を語る」 

  高田保馬著 「社会学概論」 

等の如き左翼出版物にあらざるものも一応仮執置する

が如きことも有り得ると存じられ候 之等のものについて

は後刻調査の上可成速かに返却致し度き所存に有之候

条御迷惑とは存じ候へ共悪しからずご了承被下度候 

尚現下の時局に鑑み斯る左翼出版物が街頭に出現する

事は邦家の為に洵に好ましからざる次第に有之今後斯

る出版物の購入売却等は国家の義務として御遠慮相成

様被改此段得貴意申候    敬具 

昭和十五年七月十日   

          久留米警察署長 地方警視之印 

 

 「昭和十五年度分追加」文書綴（B-5）中に綴込まれてい

る。角印「地方警視之印」が押印された公文書原紙「出版

物取締通知」⑥のペン書写（控）文書。 

 1940（昭15）年7月10日内務省警保局は、左翼出版物

の全国一斉取り締まりを通知。書店・出版社の新刊、既刊

書を含めての差押え処分を行っている 11）。その対象が地

元警察署を通して図書館蔵書にも及んだことの記録であ

る。 

 公文書原紙⑥では、冒頭「貴店」と表記部分が、この書

写（控）文書では「貴館」とされている。また冒頭欄外の書

込みにより、77冊が差押え対象となり、内 33冊が警察側

に没収されたことがわかる。   

 

（5） 同上取締図書リスト⑧ 

 「昭和十五年度分追加」文書綴(B-15)中に通知書⑦に

続き一連の書類として綴込まれている。「久留米図書館」

印刷赤枠縦罫紙、墨書。図書館側で記録したリストである。 

 現久留米市立中央図書館で所蔵している当時の目録

冊子により、図書没収の経過が確認できる。 

（表2「出版物取締通知（昭15年7月10日付）による取締

図書リスト」参照） 

 

３．おわりに 

 図書館は、社会制度の中に存在する。時代における社

会の枠組みを成文化した法令のもとで成り立っている。

明治憲法下、出版法によって統制された資料を取扱い対

象とする図書館は、その枠組みの中で活動を行ってきた。

事の性質上表面化され難かった当時の出版統制の姿で

あるが、しかし図書館という仕事のありようによって、その

ある部分は、記録として資料に残されている。 

 この報告は、事務文書として職員が書き記し、あるいは

綴じ込むことで残された資料を通して、出版統制下にお

ける図書館の仕事の実際を読み解こうとした試みである。 

 戦後、日本国憲法を法源とする基本的人権を保障する

機関の一つとして、図書館は再出発した。社会における

その仕事の枠組みは、明治憲法期の図書館と何が変わり、

何が変わっていないのか。あるいは何をどう変えなけれ

ばならなかったのか。図書館史の学びとは、そのような過

去の歩みについて、残されたさまざまな記録や資料を通

して考えていく行為なのだと思う。 

 

注記 

1）出版法は一般図書が対象であり、新聞雑誌等の定期

刊行物については、1909（明42）年の新聞紙法による。 

2）大滝則忠「図書館と読む自由 近代日本の出版警察体

制との関連を中心に」（『知る自由の保障と図書館』京都大

学図書館情報研究会、2006 年、pp.165-242）、小黒浩司

「戦前期図書館統制の研究」（『図書館界』2009 年、

vol.61,no.3）、牧義之「戦前・戦中期の出版警察体制から

図書館への影響」（『「言論統制」の近代を問いなおす』花

鳥社、2019 年）など。全国各地の図書館に残る出版統制

関係資料については、日本図書館協会編・発行『近代日

本図書館の歩み（地方編）』1992 年で、都道府県別図書

館史において事例の記述がなされている。また西日本図

書館学会『九州図書館史』千年書房、2000 年では、佐賀

県（p.191）、宮崎県（pp.432-434）の県別図書館史中に記

述がある。 

3）埼玉県立文書館蔵行政文書（明 3372） 

4）「週刊社会新聞」1910（明 43）年 9月15日付記事（労働

運動史料研究会『明治社会主義史料集』第 7集、1962年、

p.510） 

5）「九州伝道行商記(二)」『直言』明 38 年 4 月 30 日付(2

巻 13 号)7 面、国立国会図書館デジタルコレクション

https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1514164 

6）「九州伝道行商日記（十四）『直言』明38年7月16日付

（第 2巻 23号）7面、国立国会図書館デジタルコレクショ

ン https://www.dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1514173 

7）前掲「九州伝道行商記（二）」 

8）前掲「九州伝導行商日記（十四）」 

9）前掲「九州伝道行商記（二）」 

10））福岡県警察史編さん委員会『福岡県警察史』昭和前

編、1980年（p.66） 

11）「左翼出版物禁止処分ニ関スル件」（昭15年7月検第

48 号内務省準備指令書）内川芳美編『マス・メディア統制

2』現代史資料41、みすず書房、1975年（p.270） 

https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1514164
https://www.dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1514173

